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見附市職員の給与・定員管理等について 

１ 総括 

(1) 人件費の状況（普通会計決算）   

区分 住民基本台帳人口 

(29年1月1日) 

  歳 出 額 

         Ａ 

 実質収支 

 

 人 件 費 

       Ｂ 

 人件費率 

  Ｂ／Ａ 

 (参考) 

 ２７年度の人件費率 

28年度               人

41,190 

       千円

16,524,663 

     千円

 281,425 

     千円

2,660,467 

       ％

16.1 

               ％ 

15.2 

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

  区分 職員数     

Ａ 

           給     与     費   （参考）一人当

たり給与費  B/A 

(参考 )類似団体均 

一人当たり給与費    給  料  職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

28年度 人

304 

千円

1,090,812 

千円 

264,488 

千円

415,817 

千円

1,771,117 

千円

5,826 

千円

5,727 

（注）１ 職員手当には、退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成28年4月1日現在の人数です。 

３ 給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費は含まれており、職員数には当該 

職員を含んでいません。 

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

      

 （注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職

俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。 

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平 

均したものです。平成28年度より、類型がⅠ－１からⅠ－２へ変更しています。 

※ ２９年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３

年連続で上昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 

 

 

 

高齢・高給者層の退職や再任用短時間勤務職員の採用によるもので、人員構成の変動によっ

て上昇した。 
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(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について  

 

 

 

①   給料表の見直し 

 [ 実施  未実施 ] 

 実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

②   地域手当の見直し 

 [ 実施  未実施  ] ※非支給のため見直しを実施しません。 

 

③   その他の見直し内容 

 

 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成２９年４月１日現在) 

 ① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国比較ベース） 

見附市 41.6歳 312,076円 378,826円 340,746円 

新潟県 43.7歳 336,244円 412,968円 368,680円 

国 43.6歳 330,531円 ― 410,719円 

類似団体 42.3歳 315,453円 372,234円 342,674円 

  

② 技能労務職 

区 分  

公 務 員  民   間 参考 
平均 

年齢  
職員数  

平均給料 

月   額  

平均給与月額

(Ａ） 

平均給与月額 

(国比較ベース) 

対応する民間 

の類似職種 

平均 

年齢 

平均給与月額 

(Ｂ ) 
Ａ／Ｂ 

見附市 52.7歳  9人 299,044円  322,125円  308,861円  ― ― ― ― 

 うち調理師  52.0歳  7人 297,129円  310,769円  305,726円  調理師 42.1歳  238,500円  1.37 

 うち学校管理員 55.1歳  2人 305,750円  361,875円  319,833円   用務員 55.1歳  207,300円  1.59 

新潟県  53.3歳  453人 350,582円  390,767円  373,968円  ― ― ― ― 

 国  50.6歳  2,722人 286,833円  ―  328,360円  ― ― ― ― 

類似団体  50.7歳  19人 295,765円  324,237円  307,786円  ― ― ― ― 

 【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地

域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。 

（給料表の改定実施時期） 平成２７年４月１日 

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、若年層は据置き、中高齢層

を中心に平均１．１％の引下げを行いました。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１

日まで）の経過措置（現給保障）を実施しました。他の給料表については、一般行政職給料表

との均衡を踏まえて見直しを実施しました。 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。 

（平成２７年４月１日実施） 
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区 分  

参   考  

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 

（Ｃ）  
民 間 

（Ｄ）  
Ｃ／Ｄ 

見附市 ―  ―  ―  

 うち調理師  5,039,917円  3,219,800円  1.57 

 うち学校管理員 5,730,970円  2,818,600円  2.03 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２

６～２８の３ヶ年平均） 

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全

に一致しているものではありません。 

※ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したも

のに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年

間賞与の額を加えた試算値です。 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平

均です。 

    ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

いて明らかにされているものです。 

      また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝

時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。 

 

(2) 職員の初任給の状況（平成２９年４月１日現在） 

区    分 見附市 新潟県 国 

一般行政職 

大 学 卒 178,200円 184,800円 
総合職 182,700円 

一般職 178,200円 

高 校 卒 146,100円 150,500円 146,100円 

技能労務職 高 校 卒 143,500円 148,200円 143,500円 

 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２９年４月１日現在） 

区    分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年 

一般行政職 
大 学 卒 253,550円 339,433円  361,300円  387,400円 

高 校 卒 － －  306,200円  384,300円 

技能労務職 
高 校 卒 － －  － 280,900円 

中 学 卒 － － － － 

   ※「－」と表示している欄は、該当する職員がいない区分です。 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況  

(1)  一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
１号給の 

給料月額 

最高号給の 

給料月額 

１級 主事・技師 ２６人   14.7% 141,600円  246,600円  

２級 主任・主事・技師 ２４人  13.5% 191,700円  303,400円  

３級 係長・主査・主任 ４６人   26.0% 227,900円  349,200円  

４級 課長補佐・係長 ３７人   20.9% 261,100円  380,200円  

５級 課長・課長補佐 ２９人   16.4% 287,100円  392,200円  

６級 課長 １５人   8.5% 317,700円  409,400円  

計  １７７人  100.0%   

 （注）１ 見附市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

        ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

(2)昇給への人事評価の活用状況（見附市） 

平成29年4月2日から平成30年4月1日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している昇給区分 
昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

昇給可能な

区分 

昇給実績が

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の区分   
  

標準、下位の区分   
  

標準の区分のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない   

  活用予定時期   
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４ 職員の手当の状況 

(1)  期末手当・勤勉手当 

見附市 新潟県 国 

1人当たり平均支給額 

（平成２８年度決算） 

       １，３８１千円 

1人当たり平均支給額 

（平成２８年度決算） 

       １，６４４千円 

－ 

 （平成２８年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

     ２．６月分    １．７月分 

（１．４５月分） （０．８月分）  

（平成２８年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

   ２．６月分     １．７月分 

（１．４５月分） （０．８月分） 

 （平成２８年度支給割合） 

      期末手当       勤勉手当 

   ２．６月分    １．７月分 

（１．４５月分）（０．８月分） 
 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １５％～２５％ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置 

・役職加算   ５％～２０％ 

・管理職加算 １０％～２５％ 

 (注) （  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 ○勤勉手当へ人事評価の活用状況（見附市） 

平成29年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している成績率 
支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

支給可能な

成績率 

支給実績が

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○ 

上位、標準の成績率   
  

標準、下位の成績率   
  

標準の成績率のみ（一律）   
  

ロ． 人事評価を活用していない   

  活用予定時期   

 

(2) 退職手当（平成２９年４月１日現在） 

見附市 国 

 （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

 勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

 勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

 勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

 最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

 その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額 

4,756千円  19,094千円 

 （支給率）    自己都合   応募認定･定年 

 勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

 勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

 勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

 最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

 その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～45％加算） 

  

 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額です。  

 

（3）地域手当（非支給） 
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(4) 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在） 

支給実績（平成２８年度決算） ３,０１０千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） ５５，７３６円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度） １６．２％ 

 手当の種類（手当数） ７ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（28年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

徴収手当 訪問徴収事務従事者 
期限内未納入の市税等の徴収業務に 

従事したとき 
0千円 日額 300円

防疫作業手当 
伝染病防疫作業又は 

散布従事者 

伝染病防疫作業又は劇薬・毒物の 

散布作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

行路死病人手当 行路死病人の取扱作業従事者 
行路死病人の取扱作業に従事したと

き 
0千円 日額 2,500円

廃棄物作業手当 

廃棄物収集処理作業従事者 廃棄物収集処理業務に従事したとき 0千円 日額 400円

犬猫等の死体処理作業従事者 
犬猫等の死体処理業務に従事したと

き 
0千円 １回 200円

消防手当 消防署勤務職員 消防署における業務に従事したとき 2,268千円 月額 3,500円

救急出動手当 救急業務に出動した職員 消防署の救急業務に出動したとき 742千円 １回 150円

道路上・特殊現場

作業手当 

道路維持修繕・除雪、著しく

危険な遺跡発掘作業従事者 

道路維持修繕作業、除雪作業、著し

く危険な遺跡発掘作業に従事したと

き 

0千円 日額 300円

 

 

(5) 時間外勤務手当 

平成２８年度決算 
支 給 実 績 １２１，０２４千円

職員１人当たり平均支給年額 ４６９，０８７円

平成２７年度決算 
支 給 実 績 １０５，９１５千円

職員１人当たり平均支給年額 ４１６，９８７円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成○年度決算）」と 

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

(6) その他の手当（平成２９年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

支給実績 

（平成２８年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２８年度決算） 

扶養手当 

・配偶者         月額10,000円  

・子（満22歳まで）    月額 8,000円  

(配偶者がない職員の子1人目月額10,000円) 

満16歳の年度初から満22歳の年度末までの子

に加算        月額 5,000円  

・父母等         月額 6,500円  

(配偶者がない職員の父母等1人目月額9,000円) 

同じ 37,037千円 223,111円

住居手当 

・借家、借間に居住し月額12,000円を超える 

家賃を支払っている職員 

負担している家賃額に応じて最高27,000円ま

で支給 

同じ 14,254千円 268,952円
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手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

支給実績 

（平成２８年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２８年度決算） 

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高55,000円

まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600円まで支

給 

同じ 10,469千円 58,488円

管理職手当 

・部長相当職、課長相当職、課長補佐相当職の

職員 

役職に応じて月額22,200円～月額45,700円  

異なる 

支給区分 

・金額等 

22,081千円 361,987円

休日勤務手当 
・休日に勤務した職員 

勤務1時間当たりの支給額×1.35×勤務時間数 
同じ 19,574千円 126,283円

夜間勤務手当 
・正規の勤務時間として深夜に勤務した職員 

 勤務1時間当たりの支給額×0.25×勤務時間数 
同じ 4,924千円 102,581円

管理職員 

特別勤務手当 

・臨時又は緊急の必要等により勤務した管理職

手当受給職員 

 週休日または休日  

日額8,000円～日額10,000円  

 週休日等以外の午前0時～午前5時  

       日額4,000円～日額5,000円  

異なる 

支給区分 

・金額等 

1,637千円 41,974円

寒冷地手当 

・毎年11月から翌年3月まで見附市に在勤する

職員 

世帯区分に応じて月額7,360円～17,800円  

同じ 20,076千円 66,039円

 

 

５ 特別職の報酬等の状況（平成２９年４月１日現在） 

区     分 給 料 月 額 等 

給 

料 

 

市     長 

副  市  長 

教  育  長 

 

８０３，７００円 

６１３，５００円 

６０１，５００円 

（参考）類似団体における最高／最低額 

  980,000円 ／ 430,000円 

 804,000円 ／ 512,000円 

―   ／  ―  

報 

酬 
議     長 

副  議  長 

議     員 

３６４，０００円 

３０５，０００円 

２９４，０００円 

 528,000円 ／ 327,000円 

 462,000円 ／ 279,000円 

 431,000円 ／ 259,000円 

期 

末 

手 

当 

市     長 

副  市  長 

（２８年度支給割合） 

３．２５月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（２８年度支給割合） 

３．２５月分 

退
職
手
当 

 

市     長 

副  市  長 

教  育  長 

     （算定方式）             （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×在職月数×40／100  15,431,040円     任期ごと 

給料月額×在職月数×25／100 7,362,000円     任期ごと 

給料月額×在職月数×20／100   4,330,800円     任期ごと 

 （注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（市長及

び副市長は４年＝４８月、教育長は３年＝３６月））勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

(1)  部門別職員数の状況と主な増減理由             （各年４月１日現在）  

区 分  

部 門 

職  員  数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成２８年 平成２９年 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

 
議  会 

 
総務企画 

 
税  務 

 
民  生 

 
衛  生 

 
労  働 

 
農林水産 

 
商  工 

 
土  木 

 

 
４ 

 
７２ 

 
１８ 

 
６３ 

 
１９ 

 
０ 

 
１２ 

 
８ 

 
２０ 

 
４ 

 
７４ 

 
１９ 

 
６３ 

 
１９ 

 
０ 

 
１２ 

 
８ 

 
２０ 

   
  ０ 

        
  ２  

     
  １ 

 
  ０ 

 
  ０ 

 
  ０ 

 
  ０ 

 
  ０ 

 
  ０ 

 
 
 
業務の増に伴う増 
 
業務の増に伴う増 
 
 
 
 

計 ２１６ ２１９   ３ 
【参考 H29.4.1現在】 
人口１万人当たり職員数    53.35人  
類似団体の１万人当たり職員数 62.70人 

教育部門 
 

消防部門 

３２ 
 

５６ 

２８ 
 

５５ 

△４ 
 

△１ 

退職不補充による減 
 
 

小  計 ３０４ ３０２ △２ 
【参考 H29.4.1現在】 
人口１万人当たり職員数    73.58人  
類似団体の１万人当たり職員数 81.58人 

 
 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

 
病  院 

 
ガス水道 

 
下 水 道 

 
そ の 他 

 
１２５ 

 
２９ 

 
１３ 

 
１４ 

 
１２６ 

 
２７ 

 
１３ 

 
１３ 

 
１ 

 
△２ 

 
０ 

 
△１ 

 
業務の増に伴う増 
 
退職不補充による減 
 
 
 
退職不補充による減 

小  計 １８１ １７９   △２ 
 

合  計 
４８５ ４８１   △４ 

 
[５３６] [５３６]  

 （注) １ 職員数は一般職に属する職員数です。 

     ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成２９年４月１日現在）

20歳

未満

20～

23歳

24～

27歳

28～

31歳

32～

35歳

36～

39歳

40～

43歳

44～

47歳

48～

51歳

52～

55歳

56～

59歳

60歳

以上

平成29年 2 23 33 30 46 47 83 69 55 47 45 1

５年前 1 12 27 35 47 84 66 53 59 61 33 2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成29年

５年前

 

 

(3) 職員数の推移                       （単位 ： 人・％）  

年度 

部門別 
24年  25年  26年  27年  28年  29年 

過去５年間の 

増減数（率） 

一般行政職 213 212 215 217 216 219 6 2.8％ 

教育 33 32 34 33 32 28 △ 5 △15.2％ 

消防 54 54 54 54 56 55 1 1.9％ 

普通会計 計 300 298 303 304 304 302  2 0.7％ 

公営企業等会計 計 180 182 180 179 181 179 △ 1 △0.6％ 

総合計 480 480 483 483 485 481 1 0.2％ 

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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７ 公営企業職員の状況 

 (1) 水道事業  

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２７年度の総費用

に占める職員給与比率 

28年度 
千円

846,446 

千円

594,158 

千円

108,746 

％

12.8 

％

12.8 

    （注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費15,778千円を含みません。 

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考) 政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

28年度 
人

15 

千円

58,952 

千円 

7,680 

千円

22,069 

千円

88,701 

千円

5,913 

千円

6,166 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。  
２ 職員数は、２９年３月３１日現在の人数です。  

 

イ 特記事項  なし 

     

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 45.1歳 326,711円 480,339円 

 政令指定都市を除く 

市町村平均 
44.4歳 343,701円 513,093円 

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

    

 ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

             1,339千円 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

             1,482千円 

 （平成２８年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．７月分 

（１．４５月分） （０．８月分） 
   

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

       （注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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イ 退職手当（平成２９年４月１日現在）  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額 

退職者なし   17,336千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                    10,251千円 

     （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額です。  

     

ウ 地域手当（非支給）  

 

  エ 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）  

支給実績（平成２８年度決算）   １５９千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） ２２，６８６円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度）   ３５．３％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（28年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

道路上・特殊現場作

業手当 

ガス上下水道局職員 
道路埋設物の維持修繕作業に従事した

とき 
0千円 日額 300円

保安手当 ガス上下水道局職員 

水道及びガス工作物の保安確保のため

の自宅待機を命ぜられたとき 
159千円 日額 

日中1,200円

深夜1,000円

選任技術者手当 ガス上下水道局職員 
電気主任技術者として選任されたとき 

0千円 月額 1,500円

徴収・滞納整理手当 ガス上下水道局職員 

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞

納者の使用停止作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

       

オ 時間外勤務手当                                                          

平成２８年度決算 
支 給 実 績 ２，４６３千円

職員１人当たり平均支給年額 １７５，９４９円

平成２７年度決算 
支 給 実 績 １,７６９千円

職員１人当たり平均支給年額 １３６，０５６円

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は「支給実績（○年度決算）」と

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対

象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 
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      カ その他の手当（平成２９年４月１日現在）   

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政職 

の制度との

異同 

支給実績 

（平成２８年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２８年度決算） 

扶養手当 

・配偶者           月額10,000円  

・子（満22歳まで）      月額 8,000円 

(配偶者がない職員の子１人目 月額10,000円) 

満16歳の年度初から満22歳の年度末までの子

に加算            月額 5,000円 

・父母等           月額 6,500円  

(配偶者がない職員の父母等１人目月額9,000円) 

同じ 1,422千円 237,000円 

住居手当 

・借家、借間に居住し月額12,000円を超える家

賃を支払っている職員 

負担している家賃額に応じて最高27,000円ま

で支給 

同じ 744千円 248,000円 

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高55,000円

まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600円まで支

給 

同じ 392千円 43,602円 

管理職手当 

・部長相当職、課長相当職、課長補佐相当職の

職員 

役職に応じて月額22,200円～月額45,700円  

同じ 1,118千円 372,800円 

宿日直手当 
・宿日直を行った職員 

 勤務1回につき4,200円（5時間未満2,100円） 
同じ 695千円 99,343円 

管理職員 

特別勤務手当 

・臨時又は緊急の必要等により勤務した管理職

手当受給職員 

 週休日または休日  

日額8,000円～日額10,000円  

 週休日等以外の午前0時～午前5時  

       日額4,000円～日額5,000円  

同じ 

 
10千円 10,000円 

寒冷地手当 

・毎年11月から翌年3月まで見附市に在勤する職

員 

世帯区分に応じて月額7,360円～17,800円  

同じ 950千円 63,360円 
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 (2) ガス事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２７年度の総費用

に占める職員給与比率 

28年度 
千円

1,295,807 

千円

60,649 

千円

109,986 

％

8.4 

％

8.2 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費9,060千円を含みません。 

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考) 政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

28年度 
人

14 

千円

57,071 

千円 

9,769 

千円

22,197 

千円

89,037 

千円

6,360 

千円

6,377 

     （注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。  
２ 職員数は、２９年３月３１日現在の人数です。  

 

イ 特記事項  なし 

    

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 47.6歳 350,982円 527,754円 

 政令指定都市を除く 

市町村平均 
44.1歳 352,925円 531,332円 

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。                                  

      

③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

             1,585千円 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

            1,467千円 

 （平成２８年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．７月分 

（１．４５月分） （０．８月分） 

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

      （注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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  イ 退職手当（平成２９年４月１日現在）  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

             措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額 

退職者なし   21,280千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                          5,356千円 

     （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

ウ 地域手当（非支給）  

 

      エ 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）  

支給実績（平成２８年度決算）   ２５９千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） ２８，７３３円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度）   ６４．３％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（28年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

道路上・特殊現場作

業手当 

ガス上下水道局職員 
道路埋設物の維持修繕又は爆発の危険

があるガス漏れ処理に従事したとき 
0千円 日額 300円

保安手当 ガス上下水道局職員 

ガス工作物の保安確保のための自宅待

機を命ぜられたとき 
223千円 日額 

日中1,200円

深夜1,000円

選任技術者手当 ガス上下水道局職員 
ガス主任技術者又は電気主任技術者と

して選任されたとき 
36千円 月額 1,500円

徴収・滞納整理手当 ガス上下水道局職員 

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞

納者の使用停止作業に従事したとき 
0千円 日額 300円

       

オ 時間外勤務手当                                                          

平成２８年度決算 
支 給 実 績 ４，０３１千円

職員１人当たり平均支給年額 ３６６，４２８円

平成２７年度決算 
支 給 実 績 ２，１６８千円

職員１人当たり平均支給年額 ２４０，８５２円

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給

対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 
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カ その他の手当（平成２９年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政職 

の制度との

異同 

支給実績 

（平成２８年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２８年度決算） 

扶養手当 

・配偶者           月額10,000円  

・子（満22歳まで）      月額 8,000円 

(配偶者がない職員の子1人目  月額10,000円 ) 

満16歳の年度初から満22歳の年度末までの子

に加算           月額 5,000円  

・父母等          月額 6,500円  

(配偶者がない職員の父母等1人目月額9,000円) 

同じ 1,864千円 233,000円 

住居手当 

・借家、借間に居住し月額12,000円を超える家

賃を支払っている職員 

負担している家賃額に応じて最高27,000円ま

で支給 

同じ 324千円 324,000円 

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高55,000円

まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600円まで支

給 

同じ 472千円 58,950円 

管理職手当 

・部長相当職、課長相当職、課長補佐相当職の

職員 

役職に応じて月額22,200円～月額45,700円  

同じ  953千円 317,600円 

宿日直手当 
・宿日直を行った職員 

 勤務1回につき4,200円（5時間未満2,100円） 
同じ 878千円 97,533円 

管理職員 

特別勤務手当 

・臨時又は緊急の必要等により勤務した管理職

手当受給職員 

 週休日または休日  

日額8,000円～日額10,000円  

 週休日等以外の午前0時～午前5時  

       日額4,000円～日額5,000円  

同じ  0千円 0円 

寒冷地手当 

・毎年11月から翌年3月まで見附市に在勤する職

員 

世帯区分に応じて月額7,360円～17,800円  

同じ 990千円 70,686円 
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 (3) 下水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２７年度の総費用

に占める職員給与比率 

28年度 
千円

1,878,891 

千円

 13,131 

千円

56,755 

％

3.0 

％

3.1 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費31,087千円を含みません。 

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考) 政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

28年度 
人

13 

千円

47,834 

千円 

6,012 

千円

17,284 

千円

71,130 

千円

5,472 

千円

6,130 

     （注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。  

２ 職員数は、２９年３月３１日現在の人数です。  

 

イ 特記事項 なし 

     

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 42.1歳 308,504円 444,822円 

 政令指定都市を除く 

市町村平均 
43.3歳 340,980円 510,993円 

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。                                  

     

 ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

             1,261千円 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

            1,474千円 

 （平成２８年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．７月分 

（１．４５月分） （０．８月分） 

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

      （注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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 イ 退職手当（平成２９年４月１日現在）  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

             措置（2％～20％加算） 

  １人当たり平均支給額  

退職者なし  21,181千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                         7,291千円 

      （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

ウ 地域手当（非支給）  

      

エ 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）  

支給実績（平成２８年度決算）   ３９千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） １９，５６６円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度）   １４．３％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（28年度決算）

左記職員に対する 

支給単価 

道路上・特殊現場作

業手当 

ガス上下水道局職員 
道路埋設物の維持修繕作業に従事した

とき 
0千円 日額 300円

保安手当 ガス上下水道局職員 

水道及びガス工作物の保安確保のため

の自宅待機を命ぜられたとき 
２５千円 日額 

日中1,200円

深夜1,000円

選任技術者手当 ガス上下水道局職員 
電気主任技術者として選任されたとき 

１４千円 月額 1,500円

徴収・滞納整理手当 ガス上下水道局職員 

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞

納者の使用停止作業従事したとき 
0千円 日額 300円

       

オ 時間外勤務手当                                                          

平成２８年度決算 
支 給 実 績 ２，９１５千円

職員１人当たり平均支給年額 ２６４，９６６円

平成２７年度決算 
支 給 実 績 ３，８９８千円

職員１人当たり平均支給年額 ３２４，９０５円

   （注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は「支給実績（○年度決算）」と

同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対

象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 
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      カ その他の手当（平成２９年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政職 

の制度との

異同 

支給実績 

（平成２８年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２８年度決算） 

扶養手当 

・配偶者           月額10,000円  

・子（満22歳まで）      月額 8,000円 

(配偶者がない職員の子１人目 月額10,000円) 

満16歳の年度初から満22歳の年度末までの子

に加算             月額 5,000円  

・父母等           月額 6,500円 

(配偶者がない職員の父母等1人目月額9,000円) 

同じ 804千円 201,000円 

住居手当 

・借家、借間に居住し月額12,000円を超える家

賃を支払っている職員 

負担している家賃額に応じて最高27,000円ま

で支給 

同じ 0千円 0円 

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高55,000円

まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600円まで支

給 

同じ 647千円 64,740円 

管理職手当 

・部長相当職、課長相当職、課長補佐相当職の

職員 

役職に応じて月額22,200円～月額45,700円  

同じ  905千円 301,600円 

宿日直手当 
・宿日直を行った職員 

 勤務1回につき4,200円（5時間未満2,100円） 
同じ 125千円 125,400円 

管理職員 

特別勤務手当 

・臨時又は緊急の必要等により勤務した管理職

手当受給職員 

 週休日または休日  

日額8,000円～日額10,000円  

 週休日等以外の午前0時～午前5時  

        日額4,000円～日額5,000円  

同じ  0千円 0円 

寒冷地手当 

・毎年11月から翌年3月まで見附市に在勤する職

員 

世帯区分に応じて月額7,360円～17,800円  

同じ 701千円 53,902円 
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 (4) 病院事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算  

区分 

総費用 

      

  Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

     Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 

B/A 

(参考)２７年度の総費用

に占める職員給与比率 

28年度 
千円

2,467,130 

千円

 44,026 

千円

1,363,084 

％

55.2 

％

53.8 

    

 職員数 

     Ａ 

           給     与     費  一人当たり 

給与費  B/A 

 (参考)政令指定都市

を除く市町村平均 

一人当たり給与費 

  給  料   職員手当 期末･勤勉手当   計  Ｂ  

28年度 
人

124 

千円

467,127 

千円 

156,887 

千円

167,910 

千円

791,924 

千円

6,386 

千円

6,848 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。  
２ 職員数は、２９年３月３１日現在の人数です。 

イ 特記事項 なし 

     

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２９年４月１日現在） 

区 分 職 種 平均年齢 基本給 平均月収額 

見附市 

全職員 43.2歳 323,763円 529,832円

医師 54.8歳 595,390円 1,683,641円

看護師 42.1歳 311,512円 463,368円

事務職 43.4歳 346,567円 544,845円

 政令指定都市を除く

市町村平均 

全職員 40.4歳 325,098円 566,499円

医師 44.8歳 569,413円 1,403,813円

看護師 39.2歳 291,151円 461,749円

事務職 42.9歳 324,557円 496,432円

     （注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。                                  

    

  ③ 職員の手当の状況 

      ア 期末手当・勤勉手当  

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

             1,365千円 

1人当たり平均支給額（平成２８年度決算） 

            1,364千円 

 （平成２８年度支給割合） 

             期末手当      勤勉手当 

         ２．６月分    １．７月分

（１．４５月分） （０．８月分） 
 

 

 

－ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算  ５％～１５％ 

 

 

－ 

（注）（  ）内は、再任用職員に係る支給割合です。
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      イ 退職手当（平成２９年４月１日現在） 

見附市 政令指定都市を除く市町村平均 

  （支給率）     自己都合    勧奨･定年 

  勤続20年     20.445 月分  25.55625 月分 

  勤続25年      29.145 月分  34.5825 月分 

  勤続35年      41.325 月分  49.59  月分 

  最高限度額    49.59  月分   49.59  月分 

  その他の加算措置  定年前早期退職特例 

            措置（2％～20％加算） 

   １人当たり平均支給額 

               4,069千円  10,604千円 

  

 

 

 

 

 

 

 

 １人当たり平均支給額 

                          4,763千円 

      （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額です。 

     ウ 地域手当（平成２９年４月１日現在） 

支給実績（平成２８年度決算） ６，４３３千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算） １,０７２，１６８円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

医療職給料表(１)の適用を

受ける職員 
１５％ ６人 １５％ 

     エ 特殊勤務手当（平成２９年４月１日現在）  

支給実績（平成２８年度決算）   ４４，２５５千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成２８年度決算）   ６０６,２２４円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２８年度）   ６２．７％ 

 手当の種類（手当数）    ４ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 

（28年度決算） 

左記職員に対する 

支給単価 

診療手当 病院に勤務する医師 

 

 

診療業務に従事したとき 

23,520千円 月額 

①職区分 

150,000～ 

  270,000円 

②経験区分 

50,000～ 

  130,000円 

夜間看護等手当 病院等勤務職員 

正規の勤務時間の一部又は 

全部が深夜において行われ 

る業務に従事したとき 

20,734千円

１回 

深夜全部  6,800円 

4ｈ以上 3,300円 

2～4ｈ 2,900円 

2ｈ未満2,000円 

※夜勤専従加算あり 

緊急出動手当 病院等勤務職員 

勤務時間外に緊急業務に 

従事とき １回 

５００円

深夜の場合は 

１，０００円

待機手当 病院等勤務職員 

勤務時間以外の時間に緊急 

業務(手術又は緊急業務に 

限る。)に対応するため、 

待機を命ぜられたとき 
１回 

午前8時30分から午

後5時15分 

  ２，９００円 

午後5時15分から午

前8時30分 

  ２，９００円 
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      オ 時間外勤務手当                                                          

平成２８年度決算 
支 給 実 績 ４８，７９７千円

職員１人当たり平均支給年額 ４３１，８２９円

平成２７年度決算 
支 給 実 績 ５３，９６０千円

職員１人当たり平均支給年額 ４９５，０４６円

（注） １ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。 

       ２ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」

と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給

対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。 

 

      カ その他の手当（平成２９年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政職

の職員との

異同 

支給実績 

（平成２８年度決算） 

支給職員１人当たり 

平均支給年額 

（平成２８年度決算） 

扶養手当 

・配偶者           月額10,000円  

・子（満22歳まで）      月額 8,000円 

(配偶者がない職員の子１人目 月額10,000円) 

満16歳の年度初から満22歳の年度末までの子

に加算           月額 5,000円  

・父母等           月額 6,500円  

(配偶者がない職員の父母等１人目月額9,000円) 

同じ 10,571千円 192,198円 

住居手当 

・借家、借間に居住し月額12,000円を超える家

賃を支払っている職員 

負担している家賃額に応じて最高27,000円ま

で支給 

同じ 3,174千円 226,686円 

通勤手当 

･交通機関利用者（電車･バス利用者） 

 負担している運賃の額に応じて最高55,000円

まで支給 

･交通用具使用者(自動車等使用者） 

 距離に応じて2,000円から最高31,600円まで支

給 

同じ 6,338千円 72,019円 

管理職手当 

・部長相当職、課長相当職、課長補佐相当職の

職員 

役職に応じて月額22,200円～月額45,700円  

同じ  7,057千円 588,100円 

夜間勤務手当 
・正規の勤務時間として深夜に勤務した職員 

 勤務1時間当たりの支給額×0.25×勤務時間数 
同じ 8,830千円 137,976円 

宿日直手当 
・宿日直を行った職員 

 勤務1回につき4,200円（5時間未満2,100円） 
同じ 9,977千円 399,096円 

管理職員 

特別勤務手当 

・臨時又は緊急の必要等により勤務した管理職

手当受給職員 

 週休日または休日  

日額8,000円～日額10,000円  

 週休日等以外の午前0時～午前5時  

       日額4,000円～日額5,000円  

同じ  10千円 10,000円 

寒冷地手当 

・毎年11月から翌年3月まで見附市に在勤する職

員 

世帯区分に応じて月額7,360円～17,800円  

同じ 7,277千円 60,643円 

 

 


